
 
 

 

 

平 成 ２ ４ 年 ７ 月 １ ７ 日 
内 閣 府 （ 防 災 担 当 ） 

 
 

平成２４年梅雨前線による大雨災害に係る 
被災者生活再建支援法の適用について（熊本県） 

 
 

１．平成２４年梅雨前線による大雨災害について、熊本県から住宅に多数の被害が生じ被災者生活再建
支援法に定める自然災害に該当するものと認め、同法を適用する旨の報告があった。 
２．今後、以下の区域において、住宅が全壊した世帯、大規模半壊した世帯等については、その申請に
より被災者生活再建支援制度が適用され、住宅の被害程度に応じた基礎支援金及び住宅の再建方法に
応じた加算支援金が財団法人都道府県会館から支給される。 

 

 該当区域 
支援法 
適用日 

適用基準 
（支援法施行令） 

住宅被害（世帯） 
全 壊 半 壊 床上浸水 

五木村（いつきむら） ７月１２日 第１条第６号 ３ ２ ２ 

注１ 上記の数値は平成２４年７月１７日（火）１４時現在の県からの報告による。同数値は、今後の調
査によって変動することがある。  

 
＜参考＞ 
１．支援金支給の仕組み（法第１８条） 

被災者生活再建支援金は、都道府県が相互扶助の観点から拠出した基金を活用して支給するが、そ
の１／２について国が補助することとされている。 
 

２．対象となる自然災害（施行令第１条） 
今回の適用は、被災者生活再建支援法施行令第１条第６号（同条第３号又は第４号に規定する都
道府県が２以上ある場合（※１）における市町村（人口１０万未満のものに限る）で、その自然
災害により５以上（人口５万未満の市町村は２以上）の世帯の住宅が全壊する被害が発生したも
の）に該当することによる。 
※１ 平成２４年梅雨前線による大雨災害では、大分県及び熊本県において全壊１０世帯以上
等により支援法が適用。 

※２ 熊本県においても同時発表。 
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